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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第130期
第３四半期
連結累計期間

第131期
第３四半期
連結累計期間

第130期

会計期間
自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

売上高 (千円) 22,332,062 27,225,303 30,616,835

経常利益 (千円) 1,982,506 2,671,149 2,768,548

四半期(当期)純利益 (千円) 1,260,688 1,844,460 1,876,283

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 1,595,971 2,079,186 2,082,960

純資産額 (千円) 23,546,826 25,811,821 24,032,658

総資産額 (千円) 38,722,144 42,920,960 40,186,436

１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 47.58 69.62 70.81

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 60.45 59.78 59.44
 

　

回次
第130期
第３四半期
連結会計期間

第131期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 14.45 13.08
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

　

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間における日本経済は、企業収益の改善や設備投資に持ち直しの動きが見ら

れ緩やかな回復傾向で推移しました。一方で新興国経済の成長鈍化等の景気下振れ要因も存在し、依然

として先行きは不透明な状況となっております。

当社関連のコンクリート製品業界においては、パイル製品の需要が前年同期を上回る水準で推移する

等、回復傾向にあります。

このような状況下で当社グループは、２年目となる中期経営計画『All Japan-90』の基本方針である

安定的利益と持続的成長の確保に向けて鋭意取り組んでまいりました。

その結果、当第３四半期連結累計期間の受注高は、前第３四半期連結累計期間と比べ１２．７％増加

の２６２億６６百万円、売上高は、前第３四半期連結累計期間と比べ２１．９％増加の２７２億２５百

万円となりました。

損益につきましては、売上の増加等により、営業利益は前第３四半期連結累計期間と比べ２３．８％

増加の２１億４３百万円、持分法による投資利益が増加したことや為替の影響により、経常利益は前第

３四半期連結累計期間と比べ３４．７％増加の２６億７１百万円、四半期純利益は前第３四半期連結累

計期間と比べ４６．３％増加の１８億４４百万円となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　

① コンクリート製品事業

当第３四半期連結累計期間におけるコンクリート製品事業の受注高は、前第３四半期連結累計期間

と比べ３．３％増加の１６６億３４百万円、売上高は、主力のパイル製品の売上が増加したこと等に

より、前第３四半期連結累計期間と比べ２１．０％増加の１７７億７８百万円、セグメント利益（営

業利益）は、前第３四半期連結累計期間と比べ３３．６％増加の１０億８６百万円となりました。

総売上高構成比は６５．３％であります。
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② 工事事業

当第３四半期連結累計期間における工事事業の受注高は、前第３四半期連結累計期間と比べ３４．

６％増加の９４億２５百万円、売上高は、杭打ち工事が増加したことにより、前第３四半期連結累計

期間と比べ２８．９％増加の８２億２７百万円、セグメント利益（営業利益）は、前第３四半期連結

累計期間と比べ３０．８％増加の６億１９百万円となりました。

総売上高構成比は３０．２％であります。

　

③ 不動産開発事業

当第３四半期連結累計期間における不動産開発事業の売上高は、賃貸用不動産収入をおおむね前年

同期並みに確保したことにより、前第３四半期連結累計期間と比べ０．１％増加の８億５９百万円、

セグメント利益（営業利益）は、前第３四半期連結累計期間と比べ１．５％増加の３億７５百万円と

なりました。

総売上高構成比は３．２％であります。

　
④ その他

当第３四半期連結累計期間におけるその他の受注高は、前第３四半期連結累計期間と比べ５．５％

増加の２億５百万円、売上高は、下水道関連工事用機材レンタル料収入が減少したこと等により、前

第３四半期連結累計期間と比べ９．９％減少の３億６０百万円、セグメント利益（営業利益）は、前

第３四半期連結累計期間と比べ１７．０％減少の６１百万円となりました。

総売上高構成比は１．３％であります。

　

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末と比べ２７億３４百万円増加し、４２９億

２０百万円となりました。これは、流動資産において現金及び預金が１７億１６百万円、固定資産にお

いて投資有価証券が７億３３百万円、それぞれ増加したこと等によるものであります。　

また、負債の部は前連結会計年度末と比べ９億５５百万円増加し、１７１億９百万円となりました。

これは、流動負債において支払手形及び買掛金が９億７５百万円増加したこと等によるものでありま

す。　

純資産の部は前連結会計年度末と比べ１７億７９百万円増加し、２５８億１１百万円となりました。

これは、利益剰余金が１５億４９百万円増加したこと等によるものであります。　

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針を定めており、その

内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。
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① 会社の支配に関する基本方針について

当社グループでは、「わが社は社会基盤の整備に参加し、豊かな人間環境づくりに貢献します。」

を経営理念のひとつに掲げ、大正14（1925）年の創立以来、一貫して下水道事業、道路整備事業、住

宅建設事業等を推進するため、これら社会基盤の整備に必要なヒューム管・既製コンクリート杭等の

各種コンクリート製品を供給してまいりました。

近年は主に中国や東南アジアにおいて国際事業を展開して新たな成長基盤の確立に注力するほか、

下水道の診断・リニューアル、不動産・環境関連事業等の新しい分野へ事業領域を広げており、着実

に成果を挙げております。

こうして幾多の困難を乗り越え、85年を超える歴史の中で培ってまいりました企業風土、技術力、

更に、取引先、顧客、従業員等との強固な信頼関係こそが当社グループの企業価値の源であるととも

に、中長期的な成長発展に必要不可欠な強みであると考えております。

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者とは、このような当社グループの企業価値

の源である取引先、顧客、従業員等との強固な信頼関係を今後も確保・向上させるとともに、人材育

成・技術開発等の将来を見据えた施策の潜在的効果、その他当社グループの企業価値を構成する事項

を深く理解し、長期的に企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させる者でなくてはならない

と考えます。

言うまでもなく、上場会社である当社の株式は、市場を通じて投資家の皆様による自由な取引が認

められている以上、当社株式に対する大規模な買付行為や買付提案がなされた場合においても、当該

大規模な買付等が当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものであれば、直ち

に否定するものではなく、これに応じるか否かは最終的に株主の皆様のご判断に委ねられるべきもの

と考えております。

しかしながら、近時、我が国の資本市場における株式の大規模な買付行為や買付提案の中には、そ

の企図あるいは目的等から見て企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすも

の、株主の皆様に株式の売却を事実上強要する恐れがあるもの、対象会社の取締役会や株主の皆様が

買付の条件について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情

報を提供しないもの、対象会社が買付者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買付者と

の交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものも少なくあ

りません。

当社は、上記の例を含め当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損する恐れのある、不適切な

買付等を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当ではないと考えます。

　
② 会社の支配に関する基本方針の実現に資する取り組み

(a) 中期経営計画『All Japan-90』について

当社グループは、第132期（平成26年度）までの３ヵ年の中期経営計画『All Japan-90』を策定

いたしました。

『All Japan-90』では、「安心・安全な社会基盤の整備に参加し、豊かな環境作りに貢献するた

め、コンクリート二次製品メーカーとしてコア技術の開発及び品質向上に努め、社会や顧客の信頼

を得て安定的な利益と持続的成長を目指すこと」を基本方針とし、具体的な基本戦略として、「成

長戦略」「競争力向上戦略」「経営基盤強化戦略」を掲げ、当社グループを挙げて、その実現に向

けて鋭意取り組んでまいります。

　

(b) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は将来に向かって継続的な成長・発展を目指すために、上場企業としての社会的責任を果た

すことが重要と考え、経営の透明性を確保すること及びコーポレート・ガバナンスが有効に機能す

るために、当社グループを取り巻く環境の変化に迅速に対応できる組織体制と経営システムを構築

し維持することを経営上の最も重要な課題として位置づけております。
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③ 会社の支配の方針に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決

定が支配されることを防止するための取り組み

当社は、平成20年３月21日開催の取締役会において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する

者のあり方に関する基本方針（以下「会社の支配に関する基本方針」といいます。）に照らして不適

切な者によって、当社の財務及び事業の方針が支配されることを防止する取り組みとして、「当社株

式の大規模買付行為に関する対応策（以下「本プラン」といいます。）」を決定し導入しました。

当社取締役会は、当社株式に対して大規模な買付行為等が行われた場合に、株主の皆様が適切な判

断をするために必要な情報や時間を確保し、買付者等との交渉等が一定の合理的なルールに従って行

われることが、企業価値ひいては株主共同の利益に合致すると考え、大規模買付時における情報提供

と検討時間の確保等に関する一定のルールを設定し、会社の支配に関する基本方針に照らし不適切な

者によって大規模買付行為がなされた場合の対抗措置を含めた買収防衛策として本プランを導入しま

した。

導入後も社会・経済情勢の変化、買収防衛策を巡る諸々の動向及び様々な議論の進展を踏まえ、当

社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させるための取り組みのひとつとして、継続の是

非を含め、そのあり方について検討してまいりました。

当社取締役会は、平成23年６月29日開催の当社第128回定時株主総会において、本プランを一部変更

したうえで、平成26年６月開催予定の第131回定時株主総会終結時まで継続することを提案した結果、

継続が承認されております。

本プランの概要は以下のとおりです。

　

(a) 当社株式の大規模買付行為等

本プランにおける当社株式の大規模買付行為とは、特定株主グループの議決権割合を２０％以上

とすることを目的とする当社株式等の買付行為、又は結果として特定株主グループの議決権割合が

２０％以上になる買付行為をいい、係る買付行為を行う者を大規模買付者といいます。

　

(b) 大規模買付ルールの概要

大規模買付ルールとは、事前に大規模買付者が取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供し、

取締役会による一定の評価期間が経過した後に大規模買付行為を開始するというものです。

　

(c) 大規模買付行為がなされた場合の対応

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、取締役会は、仮に当該大規模買付行為に

反対であったとしても、当該大規模買付提案についての反対意見の表明や、代替案を提示すること

により、株主の皆様を説得するに留め、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置はとりま

せん。

ただし、大規模買付ルールを遵守しない場合や、遵守されている場合であっても、当該大規模買

付行為が会社に回復しがたい損害をもたらす等、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく

損なうと取締役会が判断した場合には、対抗措置をとることがあります。
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(d) 対抗措置の合理性及び公正性を担保するための制度及び手続

対抗措置を講じるか否かについては、取締役会が最終的な判断を行いますが、本プランを適正に

運用し、取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止し、その判断の客観性及び合理性を

担保するため、３名以上の社外取締役、社外監査役又は社外有識者から構成される独立委員会を設

置しております。

対抗措置をとる場合、その判断の合理性及び公正性を担保するために、取締役会は対抗措置の発

動に先立ち、独立委員会に対して対抗措置の発動の是非について諮問し、独立委員会は対抗措置の

発動の是非について、勧告を行うものとします。取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重する

ものとし、勧告の内容は、概要を適宜情報開示することとします。

　
(e) 本プランの有効期間等

本プランの有効期間は３年間（平成26年６月に開催予定の定時株主総会終結時まで）とし、以降

も本プランの継続（一部修正したうえでの継続を含む）については、３年ごとに定時株主総会の承

認を得ることとします。

ただし、有効期間中であっても、株主総会又は取締役会の決議により本プランは廃止されるもの

とします。

　
④ 本プランの合理性について（上記の取り組みが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価

値ひいては株主共同の利益に合致し、当社役員の地位の維持を目的とするものではないことについ

て）

会社の支配に関する基本方針の実現に資する取り組みは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益

を向上させるための施策であり、まさに会社の支配に関する基本方針に沿うものであります。

また、本プランは、(a)買収防衛策に関する指針の要件を充足していること、(b)株主共同の利益の

確保・向上の目的をもって導入されていること、(c)株主意思を反映するものであること、(d)独立性

の高い社外者の判断を重視するものであること、(e)デッドハンド型の買収防衛策ではないこと等、会

社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社の会社役

員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。

　

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発費の総額は１億７８百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。

　

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループを取り巻く経営環境は、東日本大震災からの復興需要や公共事業への歳出増加が見込ま

れますが、熾烈な価格競争により、今後も厳しい状況が続くものと思われ、当社グループの業績並びに

財政状況に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループは、事業の運営等に際し、建設業法・宅建業法等の関係法令等による規制を受けており

ます。当社グループはこれらの関係法令等を遵守して事業運営を行っており、現時点では事業運営に大

きく支障をきたすような法的規制はありませんが、これらの規制が強化された場合には、今後の事業戦

略に影響する可能性があります。

当社グループの海外の関係会社は、事業活動を主にアジアの新興国で展開しております。そのため、

予期しない政治状況の激変や法制度の変更、更に地政学的なリスクが内在しております。
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(6) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよ

う努めております。今後、当社グループ関連のコンクリート製品業界におきましては、東日本大震災か

らの復興需要や公共事業への歳出増加が見込まれますが、熾烈な価格競争により、今後も厳しい状況が

続くものと思われます。

このような状況下で、当社グループは第132期（平成26年度）までの３ヵ年の中期経営計画『All

Japan-90』を策定し、以下に掲げる基本方針に基づいて、持続的成長の確保に向けた積極的な取り組み

を実行してまいります。

　

　『All Japan-90』の基本指針と基本方針

① 基本指針

当社グループは、中期経営計画『All Japan-90』の基本戦略に「成長戦略」「競争力向上戦略」

「経営基盤強化戦略」を掲げ、これに基づいてグループを挙げて全力で取り組んでまいります。「株

主資本経常利益率(ＲＯＥ)」を経営の目標数値とし、収益力と財務体質の強化に努め、企業価値を高

める経営に取り組んでまいります。

　

② 基本方針

当社グループを取り巻く経営環境は、依然として厳しい状況が続いております。

このような状況下で当社グループは、安心・安全な社会基盤の整備に参加し、豊かな環境づくりに

貢献するため、コンクリート二次製品メーカーとしてコア技術の開発及び品質向上に努め、社会や顧

客の信頼を得て安定的な利益と持続的成長を目指すことを基本とする第132期（平成26年度）までの

３ヵ年の中期経営計画『All Japan-90』を策定し、以下に掲げる基本戦略に基づいて持続的成長の確

保に向けて積極的に取り組んでまいります。

　

(a) 成長戦略

当社グループ各社、部署間やアライアンスの連携強化等により「事業領域の拡大（規模の追

求）」、「技術開発による差別化」、「環境エネルギー事業の開発・育成」を行い、自然エネル

ギー型社会、ストック型社会、超高齢化社会等の市場志向を踏まえた事業展開に取り組みます。

　

(b) 競争力向上戦略

当社グループが他社よりも競争力のある価格を実現し、かつ安定した利益を確保できる低コスト

構造を創り出すため、調達体制の強化、生産体制の効率化、生産技術・工事技術の開発によるコス

トの削減、環境への対応等に取り組みます。

　

(c) 経営基盤強化戦略

安全・品質・付加価値の高い製品や技術、環境への対応等によって社会に受け入れられ信頼され

てはじめて安定した利益や持続的成長が実現できることをコンセプトとし、当社グループは、長期

的な発展を目指してリスクマネージメント体制の整備・強化、人材育成の進展、キャッシュフロー

経営の強化を図って経営基盤の強化に取り組みます。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000
 

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 29,347,500 29,347,500
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は1,000株でありま
す。

計 29,347,500 29,347,500 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年10月１日～
平成25年12月31日

― 29,347,500 ― 5,251,400 ― 1,312,850
 

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成25年９月30日)に基づく株主名簿による記

載をしております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成25年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
　普通株式　 2,501,000

―
株主としての権利内容に制限の
ない標準となる株式
単元株式数 1,000株

(相互保有株式)
　普通株式　 1,009,000

― 同　　　上

完全議決権株式(その他) 　普通株式　25,636,000 　　　25,636 同　　　上

単元未満株式 　普通株式　　 201,500 ― 一単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 　　　　　　 29,347,500 ― ―

総株主の議決権 ― 　　　25,636 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己保有株式及び相互保有株式が次のとおり含まれております。
　

自己保有株式 　 762株

相互保有株式 日本上下水道設計株式会社 502株
 

　

② 【自己株式等】

　 　 平成25年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本ヒューム株式会社

東京都港区新橋５丁目33番
11号

2,501,000 ― 2,501,000 8.52

(相互保有株式)
日本上下水道設計株式会社

東京都新宿区富久町６番８
号

1,009,000 ― 1,009,000 3.44

計 ― 3,510,000 ― 3,510,000 11.96
 

　

２ 【役員の状況】

　　該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成25年10月１

日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、至誠監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,410,538 8,126,987

受取手形及び売掛金
※2 12,741,776 ※2 13,182,623

商品及び製品 1,726,402 1,722,018

原材料及び貯蔵品 462,429 450,338

その他 736,337 786,236

貸倒引当金 △14,602 △14,306

流動資産合計 22,062,880 24,253,899

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,268,591 3,151,837

土地 3,607,780 3,617,016

その他（純額） 744,015 758,738

有形固定資産合計 7,620,386 7,527,592

無形固定資産 93,916 74,189

投資その他の資産

投資有価証券
※4 9,829,344 ※4 10,563,055

その他 783,620 704,654

貸倒引当金 △203,712 △202,430

投資その他の資産合計 10,409,252 11,065,279

固定資産合計 18,123,555 18,667,061

資産合計 40,186,436 42,920,960

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金
※2 8,989,696 9,964,756

短期借入金
※3 1,480,387 ※3 1,600,297

未払法人税等 607,310 367,000

賞与引当金 165,163 －

その他 1,371,282 1,463,835

流動負債合計 12,613,839 13,395,891

固定負債

退職給付引当金 1,708,030 1,731,365

役員退職慰労引当金 116,587 57,697

環境対策引当金 24,797 22,918

その他 1,690,521 1,901,266

固定負債合計 3,539,937 3,713,247

負債合計 16,153,777 17,109,138
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,251,400 5,251,400

資本剰余金 4,749,229 4,749,738

利益剰余金 13,082,476 14,631,608

自己株式 △713,146 △718,349

株主資本合計 22,369,960 23,914,396

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 867,767 1,289,592

為替換算調整勘定 650,017 454,357

その他の包括利益累計額合計 1,517,785 1,743,949

少数株主持分 144,912 153,475

純資産合計 24,032,658 25,811,821

負債純資産合計 40,186,436 42,920,960
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

売上高 22,332,062 27,225,303

売上原価 17,957,069 22,308,388

売上総利益 4,374,992 4,916,914

販売費及び一般管理費 2,643,487 2,773,151

営業利益 1,731,505 2,143,762

営業外収益

受取利息 487 917

受取配当金 77,287 82,513

持分法による投資利益 114,179 157,341

為替差益 － 238,752

その他 144,232 116,046

営業外収益合計 336,187 595,570

営業外費用

支払利息 23,451 25,889

為替差損 25,933 －

その他 35,800 42,295

営業外費用合計 85,185 68,184

経常利益 1,982,506 2,671,149

特別利益

固定資産売却益 － 2,286

受取保険金 － 35,136

その他 － 1,269

特別利益合計 － 38,692

特別損失

固定資産除却損 2,646 2,970

その他 400 －

特別損失合計 3,046 2,970

税金等調整前四半期純利益 1,979,459 2,706,871

法人税、住民税及び事業税 675,941 783,588

法人税等調整額 30,244 70,259

法人税等合計 706,185 853,848

少数株主損益調整前四半期純利益 1,273,274 1,853,023

少数株主利益 12,585 8,562

四半期純利益 1,260,688 1,844,460
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,273,274 1,853,023

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 228,789 408,665

為替換算調整勘定 26,136 △195,661

持分法適用会社に対する持分相当額 67,771 13,159

その他の包括利益合計 322,697 226,163

四半期包括利益 1,595,971 2,079,186

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,583,385 2,070,623

少数株主に係る四半期包括利益 12,585 8,562
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　１．受取手形裏書譲渡高

　
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

受取手形裏書譲渡高 17,584千円 2,200千円
 

　

※２．四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日

満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

受取手形 353,824千円 311,811千円

支払手形 986千円 ―
 

　

※３．運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行との間に当座貸越契約及び特定融資枠契約を締結してお

ります。その借入未実行残高は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

取引銀行数 ８行 ９行

当座貸越極度額及び特定融資枠の
総額

4,820,658千円 5,684,968千円

借入実行残高 1,480,387千円 1,600,297千円

差引額 3,340,271千円 4,084,670千円
 

　

※４．投資有価証券の一部を貸株に提供しております。その金額は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

投資有価証券の貸株 197,023千円 202,208千円
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおり

であります。

　
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

減価償却費 349,627千円 328,414千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 281,951 10.50 平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 295,329 11.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他
(注)１

合計 調整額

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)２

コンクリー
ト製品事業

工事事業
不動産開発
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 14,689,969 6,383,470 858,056 21,931,496 400,566 22,332,062 ― 22,332,062

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

15,555 ― 21,875 37,431 347 37,778 △37,778 ―

計 14,705,525 6,383,470 879,931 21,968,927 400,913 22,369,840 △37,778 22,332,062

セグメント利益 813,520 473,784 369,578 1,656,883 74,621 1,731,505 ― 1,731,505
 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、環境関連機器販売事業、スポーツ

施設運営事業、レンタル事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他
(注)１

合計 調整額

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)２

コンクリー
ト製品事業

工事事業
不動産開発
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 17,778,044 8,227,507 859,028 26,864,580 360,722 27,225,303 ― 27,225,303

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

14,688 60 27,846 42,595 3,205 45,801 △45,801 ―

計 17,792,733 8,227,567 886,875 26,907,176 363,928 27,271,104 △45,801 27,225,303

セグメント利益 1,086,913 619,619 375,301 2,081,834 61,928 2,143,762 ― 2,143,762
 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、環境関連機器販売事業、スポーツ

施設運営事業、レンタル事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 47.58円 69.62円

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(千円) 1,260,688 1,844,460

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 1,260,688 1,844,460

普通株式の期中平均株式数(株) 26,496,928 26,491,635
 

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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至誠監査法人

代表社員
業務執行社員

　公認会計士　　本　塚　　雄　一　郎　　㊞

代表社員
業務執行社員

　公認会計士　　柴　　田　　博　　康　　㊞

独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成26年２月12日

日本ヒューム株式会社

取締役会  御中

　

 

　

 

　
 

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日
本ヒューム株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期
間(平成25年10月１日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成
25年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務
諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実
施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ヒューム株式会社及び連結子会社の平
成25年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示
していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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